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図表 参-1 保有金融商品の合計額の分布状況の推移（％） 

図表 参-2 保有金融商品の合計額の推移（万円）  

（％） （万円）

100万円

未満

100～200

万円未満

200～300

万円未満

300～500

万円未満

500～700

万円未満

700～1000

万円未満

1000～

1500万円

未満

1500～

2000万

円未満

2000万

円以上
無回答 平均値

昭和６３年（1988年） 21.3 11.0 11.6 13.2 7.7 6.4 4.5 2.5 5.1 16.7 550.5

平成　３年（1991年） 17.9 9.7 10.9 13.9 9.4 8.4 6.3 3.2 7.1 13.2 659.0

平成　６年（1994年） 17.1 9.1 9.8 12.2 9.3 8.3 6.8 3.4 7.5 16.5 708.3

平成　９年（1997年） 18.2 9.5 9.5 13.0 8.5 8.3 7.3 3.5 7.1 15.1 693.3

平成１２年（2000年） 19.3 9.4 9.0 11.8 9.3 8.7 6.5 4.0 9.4 12.4 743.7

平成１５年（2003年） 13.9 9.2 7.1 9.9 7.9 5.8 6.2 2.7 7.8 29.5 798.7

平成１８年（2006年） 35.4 12.1 9.3 9.5 6.1 5.8 4.4 1.9 4.2 11.3 442.5

平成２１年（2009年） 39.4 12.0 9.5 9.7 6.1 5.4 4.7 1.9 4.0 7.2 412.3

（％） （万円）

10万円

未満

10～50

万円未満

50～100

万円未満

100～300

万円未満

300～500

万円未満

500～1000

万円未満

1000～

3000万円

未満

3000～

5000万円

未満

5000万円

以上
無回答 平均値

平成２４年（2012年） 13.0 13.2 12.0 19.6 12.7 12.2 9.0 1.5 0.8 6.0 514.3

平成２７年（2015年） 9.9 13.4 11.5 19.1 13.0 12.9 10.1 1.7 1.0 7.5 572.4

平成３０年（2018年）

（問２）
9.2 12.5 11.8 18.9 12.7 13.4 10.2 2.2 0.9 8.2 598.2

注）・平成２４年（2012年）よりカテゴリーが変更

  ・平成１８年（2006年）より「保有金融商品の合計額」／平成１５年（2003年）以前は「貯蓄金額」

  ・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有額でカテゴリー平均／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有額で実数平均

     カテゴリー平均値とは、この問の場合、「100～200万円未満」の回答は「150万円」、「200～300万円未満」の回答は「250万円」というカテゴリー値を与え、

     　 それらの値全てを合計したものを、当該サンプル数で除したもの

（万円）

昭和３７年（1962年） 38.8

昭和３９年（1964年） 40.3

昭和４２年（1967年） 52.5

昭和４５年（1970年） 90.0

昭和４８年（1973年） 169.7

昭和５１年（1976年） 247.1

昭和５４年（1979年） 316.7

昭和５７年（1982年） 391.2

昭和６０年（1985年） 419.9

昭和６３年（1988年） 550.5

平成　３年（1991年） 659.0

平成　６年（1994年） 708.3

平成　９年（1997年） 693.3

平成１２年（2000年） 743.7

平成１５年（2003年） 798.7

平成１８年（2006年） 442.5

平成２１年（2009年） 412.3

平成２４年（2012年） 514.3

平成２７年（2015年） 572.4

平成３０年（2018年）（問２） 598.2

注）・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有額でカテゴリー平均／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有額で実数平均

      カテゴリー平均値とは、この問の場合、「100～200万円未満」の回答は「150万円」、「200～300万円未満」の回答は「250万円」というカテゴリー値を与え、

  　 それらの値全てを合計したものを、当該サンプル数で除したもの
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図表 参-3 月々の収入から金融商品にまわす割合の分布状況の推移（％） 

 

 

 

図表 参-4 ボーナスから金融商品にまわす割合の分布状況の推移（％） 

 

図表 参-5 金融商品に対する重視点の推移（複数回答）（％） 

（％）

1～10%

未満

10～20%

未満

20～30%

未満

30～50%

未満
50%以上

金融商品

にまわさ

なかった

該当する

収入は

ない

無回答

平成１２年（2000年） 39.1 22.7 8.0 3.0 0.4 24.0 2.8

平成１５年（2003年） 37.5 23.0 7.2 1.8 0.7 29.2 0.7

平成１８年（2006年） 30.9 14.8 5.9 2.7 2.3 30.8 11.8 0.8

平成２１年（2009年） 29.4 15.4 5.8 2.6 2.8 32.0 11.3 0.7

平成２４年（2012年） 28.1 12.6 5.1 2.2 2.6 31.5 17.0 0.9

平成２７年（2015年） 26.3 12.9 5.0 2.2 2.0 32.1 17.8 1.6

平成３０年（2018年）

（問４）
25.8 13.8 5.1 2.3 2.6 31.8 17.2 1.3

注）・平成１８年（2006年）より「月々の収入から金融商品にまわす割合」／平成１５年（2003年）以前は「月々の貯蓄割合」

    ・ 「金融商品にはまわさなかった」は、平成１５年（2003年）以前は「貯蓄はしなかった」

　　・平成１８年（2006年）より対象者個人の分布割合／平成１５年（2003年）以前は世帯の分布割合

（％）

1～10%

未満

10～20%

未満

20～30%

未満

30～50%

未満
50%以上

金融商品

にまわさ

なかった

該当する

収入は

ない

無回答

平成１２年（2000年） 16.8 10.8 7.1 7.6 5.7 43.1 9.0

平成１５年（2003年） 17.3 11.2 7.6 5.9 5.8 49.5 2.7

平成１８年（2006年） 11.1 6.4 3.9 3.1 4.4 15.7 52.6 2.8

平成２１年（2009年） 9.2 6.4 3.4 2.8 3.9 13.3 58.0 3.1

平成２４年（2012年） 10.1 4.9 2.7 2.4 2.9 16.9 57.8 2.4

平成２７年（2015年） 9.5 5.3 3.1 2.2 2.9 16.1 57.2 3.7

平成３０年（2018年）

（問４）
10.4 5.6 3.3 2.9 3.5 15.7 55.7 2.9

注）・「金融商品にはまわさなかった」は、平成１５年（2003年）以前は「貯蓄はしなかった」

 　・平成１８年（2006年）より対象者個人の分布割合／平成１５年（2003年）以前は世帯の分布割合

（％）

利回りが

良い

いつでも

出し入れ

ができる

元金が

安全

値上がり

が期待

できる

税金面で

有利に

なる

よい景品

をくれる

店舗が近

くにあって

便利

各種料金

の自動

引落し等に

利用できる

金融商品

担保にして

お金が

借りられる

インター

ネットで

取引

できる

その他

特に重視

している

ことはない

無回答

平成　３年（1991年） 45.9 42.8 40.4 4.6 3.3 22.1 1.1

平成　６年（1994年） 40.1 46.4 43.3 3.0 2.9 22.3 0.9

平成　９年（1997年） 30.9 46.5 49.9 2.6 2.2 26.2 1.2

平成１２年（2000年） 30.9 50.2 52.0 4.0 2.4 25.8 0.3 1.0

平成１５年（2003年） 29.5 58.0 57.7 6.4 6.2 31.9 1.4 1.9

平成１８年（2006年） 23.6 48.8 40.7 9.2 3.5 3.6 38.2 14.6 2.0 5.1 0.7 19.3 1.5

平成２１年（2009年） 25.8 48.1 39.0 8.9 3.3 2.0 35.5 13.5 1.9 5.5 0.7 19.0 3.6

平成２４年（2012年） 26.6 50.1 44.8 9.0 3.7 14.4 4.9 0.8 22.0 0.8

平成２７年（2015年） 26.0 49.6 42.0 9.3 4.4 12.3 5.7 0.4 20.8 0.9

平成３０年（2018年）

（問６）
24.5 47.5 40.1 9.5 5.6 11.4 5.6 0.5 23.5 0.8

注）・平成１８年（2006年）より「金融商品に対する重視点」／平成１５年（2003年）以前は「貯蓄時の重視点」

　　・平成１８年（2006年）より対象者個人の重視点／平成１５年（2003年）以前は世帯の重視点

　　・ 「各種料金の自動引落し等に利用できる」は、平成２１年（2009年）以前は「料金自動振込やローン等が利用できる」
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図表 参-6 証券保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-7 性・年代別／証券保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

保有 非保有

昭和３７年（1962年） 21.2 78.8

昭和３９年（1964年） 21.2 78.8

昭和４２年（1967年） 20.4 79.6

昭和４５年（1970年） 20.1 79.9

昭和４８年（1973年） 25.6 74.4

昭和５１年（1976年） 26.7 73.3

昭和５４年（1979年） 23.7 76.3

昭和５７年（1982年） 28.5 71.5

昭和６０年（1985年） 24.8 75.2

昭和６３年（1988年） 28.5 71.5

平成　３年（1991年） 28.6 71.4

平成　６年（1994年） 27.3 72.7

平成　９年（1997年） 24.5 75.5

平成１２年（2000年） 25.6 74.4

平成１５年（2003年） 26.1 73.9

平成１８年（2006年） 18.3 81.6

平成２１年（2009年） 19.1 80.8

平成２４年（2012年） 17.1 82.9

平成２７年（2015年）

（問１）
18.2 81.8

平成３０年（2018年）

（問１）
18.0 82.0

注）・平成２７年（2015年）度の無回答＝0.0％

　　・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

（％）

24歳以下 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60歳以上

平成　３年（1991年） 全体 7.1 16.9 23.8 24.0 28.5 33.3 31.5 30.2 29.2

平成　６年（1994年） 全体 5.0 14.3 22.4 23.2 23.1 25.7 31.2 30.3 30.8

平成　９年（1997年） 全体 6.3 13.2 22.7 22.4 21.4 24.6 24.3 29.3 25.9

平成１２年（2000年） 全体 3.4 7.5 12.6 19.2 22.7 27.6 25.2 30.6 29.8

平成１５年（2003年） 全体 3.4 7.4 12.5 16.9 27.0 25.7 27.0 31.5 30.2

男性 2.6 5.9 14.6 20.7 21.2 26.3 22.7 32.6 31.4

女性 2.4 4.6 11.7 9.7 13.9 12.7 15.7 22.7 21.5

男性 1.1 7.6 12.8 17.0 15.1 28.6 31.5 25.7

女性 1.8 6.3 8.1 12.9 14.7 17.8 15.3 25.4

男性 0.0 7.0 7.8 17.7 17.2 19.1 25.2 26.2

女性 0.5 4.0 5.1 8.5 10.4 11.7 19.2 15.8

男性 1.9 7.9 11.3 16.6 21.7 18.9 24.0 31.4

女性 2.3 8.1 4.4 9.6 9.5 14.4 15.6 16.2

男性 4.5 11.9 15.5 16.6 21.0 22.1 23.3 21.7

女性 0.6 4.2 10.0 7.6 10.3 15.7 18.9 19.4

（％）

60～64歳 65～69歳 70歳以上 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

平成　３年（1991年） 全体

平成　６年（1994年） 全体

平成　９年（1997年） 全体

平成１２年（2000年） 全体

平成１５年（2003年） 全体

男性

女性

男性 33.5 32.1 30.6

女性 26.7 26.4 18.5

男性 28.7 37.1 26.5 29.8 31.6 17.2 0.0

女性 21.4 23.8 19.6 14.1 15.1 6.9 0.0

男性 30.3 33.8 32.2 24.5 28.4 17.9 16.7

女性 20.8 22.2 20.9 17.1 14.2 10.4 11.1

男性 24.9 31.6 28.8 33.0 24.8 22.4 5.9

女性 16.7 23.4 26.1 17.0 12.8 8.7 10.0

注）・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の年代／平成１５年（2003年）以前は世帯主の年代

平成３０年（2018年）

（問１）

平成２７年（2015年）

平成２１年（2009年）

平成１８年（2006年）

平成１８年（2006年）

平成２１年（2009年）

平成２７年（2015年）

平成２４年（2012年）

平成２４年（2012年）

平成３０年（2018年）
（問１）
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図表 参-8 職業別／証券保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-9 年収別／証券保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

卸・小売・

サービス

業主

製造・

修理・

加工業主

自営業主 自由業
家族

従業者

常勤雇用

（役員・

管理職）

常勤雇用

（非管理職）

契約社員・

派遣社員

事務系

勤め人

平成　９年（1997年） 25.4 18.7 33.8 48.6 30.8

平成１２年（2000年） 23.4 18.8 39.1 50.1 29.2

平成１５年（2003年） 24.1 20.9 29.3 45.5 29.0

平成１８年（2006年） 21.6 16.1 24.7 42.2 23.0

平成２１年（2009年） 22.8 35.9 16.1 33.6 16.4

平成２４年（2012年） 19.7 39.1 16.0 27.3 13.5

平成２７年（2015年） 20.9 20.6 10.5 29.6 16.0

平成３０年（2018年）

（問１）
18.3 33.3 20.4 29.8 17.5 13.9

（％）

技術系

勤め人

労務系

勤め人
農林・漁業

パート・

アルバイト

・フリーター

専業主婦
無職・

年金のみ
学生 その他

平成　９年（1997年） 23.8 9.8 14.4 26.0

平成１２年（2000年） 24.8 11.2 15.8 28.8

平成１５年（2003年） 25.8 11.3 17.8 30.3

平成１８年（2006年） 15.4 8.9 11.8 12.6 18.1 23.3 1.4 16.2

平成２１年（2009年） 11.3 18.7 24.0 1.4 15.0

平成２４年（2012年） 9.2 16.3 23.4 0.0 18.4

平成２７年（2015年） 10.9 16.3 24.0 1.9 20.0

平成３０年（2018年）

（問１）
11.1 17.2 21.6 2.3 22.9

注）・平成１８年（2006年）より「無職・年金のみ」は、平成１５年（2003年）以前は「無職」

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の職業／平成１５年（2003年）以前は世帯主の職業

（％）

200万円

未満

200～300

万円未満

300～400

万円未満

400～500

万円未満

500～1000

万円未満

1000～
2000万円

未満

2000万円

以上

平成　３年（1991年） 8.6 16.7 18.3 24.3 40.7 60.2 68.8

平成　６年（1994年） 12.7 15.1 17.6 17.8 29.9 51.2 54.2

平成　９年（1997年） 10.5 13.2 17.5 19.3 25.9 44.6 49.6

平成１２年（2000年） 10.7 15.1 16.9 19.6 28.3 44.6 56.8

平成１５年（2003年） 8.7 16.3 19.3 21.6 32.1 51.0 53.4

平成１８年（2006年） 12.5 16.6 20.3 23.2 36.2 44.9 70.6

平成２１年（2009年） 13.7 16.9 21.9 24.8 34.8 48.4 71.4

平成２４年（2012年） 12.1 18.7 17.2 24.5 32.5 44.7 62.5

平成２７年（2015年） 12.1 18.7 17.2 24.5 32.5 44.7 62.5

平成３０年（2018年）

（問１）
12.6 17.7 20.5 27.0 31.1 55.3 50.0

注）・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の年収／平成１５年（2003年）以前は世帯の年収
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図表 参-10 証券の保有額の分布状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） （万円）

1円～50

万円未満

50～100

万円未満

100～200

万円未満

200～300

万円未満

300～500

万円未満

500～1000

万円未満

1000～

2000万円

未満

2000万円

以上
無回答 平均値

平成　９年（1997年） 12.0 13.1 17.2 12.7 11.6 10.7 6.8 4.3 11.7 472.8

平成１２年（2000年） 10.8 12.1 15.3 9.7 10.1 12.5 9.2 5.2 15.2 559.3

平成１５年（2003年） 8.5 12.7 13.1 9.3 10.2 8.5 7.7 0.9 29.0 389.2

平成１８年（2006年） 13.4 12.7 16.1 11.5 10.2 12.7 7.9 4.3 11.2 492.6

平成２１年（2009年） 13.5 12.9 7.5 10.4 10.5 11.5 5.5 3.2 24.9 457.0

（％） （万円）

10万円

未満

10～50

万円未満

50～100

万円未満

100～300

万円未満

300～500

万円未満

500～1000

万円未満

1000～

3000万円

未満

3000～

5000万円

未満

5000万円

以上
平均値

平成２４年（2012年） 8.5 12.9 15.8 25.7 12.7 13.3 9.1 1.7 0.4 491.6

平成２７年（2015年） 10.4 11.5 14.2 23.4 12.9 13.3 11.5 1.8 1.1 578.3

平成３０年（2018年）

（問３）
11.6 10.6 13.6 23.1 13.8 13.5 10.6 2.4 0.8 573.4

注）・平成２４年（2012年）よりカテゴリーが変更

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有額／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有額

     ・平均値はカテゴリー平均

  　    　 カテゴリー平均値とは、この問の場合、「50～100万円未満」の回答は「75万円」、「100～200万円未満」の回答は「150万円」というカテゴリー値を与え、

  　    　 それらの値全てを合計したものを、当該サンプル数で除したもの
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図表 参-11 株式購入意向の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-12 「株式」に関して知っていることの推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-13 株式保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

現在保有
以前保有

現在非保有

保有経験

なし
無回答

昭和３９年（1964年） 15.2 7.8 77.0 0.0

昭和４２年（1967年） 14.3 9.3 76.3 0.0

昭和４５年（1970年） 15.7 10.0 74.3 0.0

昭和４８年（1973年） 15.6 8.1 72.3 0.0

昭和５１年（1976年） 16.2 5.6 78.2 0.0

昭和５４年（1979年） 16.0 8.5 75.5 0.0

昭和５７年（1982年） 18.0 9.5 72.5 0.0

昭和６０年（1985年） 15.8 8.8 75.4 0.0

昭和６３年（1988年） 18.5 8.2 73.3 0.0

平成　３年（1991年） 19.6 8.0 72.4 0.0

平成　６年（1994年） 20.5 9.3 69.3 0.9

平成　９年（1997年） 19.2 9.9 70.6 0.5

平成１２年（2000年） 20.8 9.7 69.0 0.5

平成１５年（2003年） 21.1 13.0 65.5 0.4

平成１８年（2006年） 13.2 7.1 79.7 0.1

平成２１年（2009年） 12.5 8.9 78.6 0.0

平成２４年（2012年） 12.1 7.4 80.4 0.2

平成２７年（2015年） 12.7 8.0 79.0 0.4

平成３０年（2018年）

（問36）
12.2 6.7 80.7 0.4

注）・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

　　・昭和３９年（1964年）調査および昭和42調査の「現在保有」は“上場株のみ”の保有率である

　　・昭和４５年（1970年）以降の調査の「現在保有」は“すべての株式”の保有率である

（％）

今後１年以内

に購入したい

時期は未定

だが購入して

みたい

今のところ

購入する

つもりはない

無回答

平成２４年（2012年） 1.8 5.7 91.9 0.6

平成２７年（2015年） 4.2 8.5 86.1 1.1

平成３０年（2018年）

（問７）
4.0 8.8 86.6 0.6

（％）

株式会社が事

業資金調達の

ために発行

株式取引には

上場と非上場

がある

株主は株主優

待や配当金を

受け取れる

経営状態や資

産価値を測る

指標がある

株式累積投資

等少額投資方

法もある

公的年金は株

式等で資産運

用される

年金管理法人

が株式割合引

上げを公表

日本郵政が東

京証券取引所

に上場予定

上記の中で

知っていること

はない

無回答

平成２７年（2015年） 49.1 67.7 9.1 12.2 4.8 14.7 26.7 0.6

平成３０年（2018年）

（問35）
45.7 52.3 63.6 8.6 11.3 21.4 26.8 0.3

- 150 -



- 151 - 

図表 参-14 性・年代別／株式保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

24歳以下 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60歳以上

平成　３年（1991年） 全体 1.8 5.3 7.7 10.3 13.5 18.1 20.0 18.2 16.1

平成　６年（1994年） 全体 2.5 8.8 12.4 14.5 14.3 18.8 23.6 22.9 21.5

平成　９年（1997年） 全体 0.0 8.4 14.1 14.8 14.6 18.9 18.6 22.6 18.9

平成１２年（2000年） 全体 0.0 5.8 8.0 14.2 15.9 22.0 20.0 25.2 22.7

平成１５年（2003年） 全体 3.4 3.9 5.6 9.0 14.6 15.9 16.7 22.5 22.2

男性 2.2 5.6 12.0 16.3 18.6 20.4 20.5 31.7 32.7

女性 0.8 3.2 8.7 7.8 11.7 10.9 15.4 19.8 20.9

男性 0.0 6.1 8.0 9.5 7.7 15.4 19.6 17.5

女性 1.4 2.3 2.4 5.4 7.2 9.5 7.5 12.0

男性 0.0 4.2 6.3 14.3 13.8 14.2 20.9 20.8

女性 0.0 2.8 3.2 5.9 5.5 5.7 12.6 8.8

男性 0.9 5.6 9.7 12.6 15.2 16.3 17.8 25.3

女性 0.6 3.8 3.4 5.9 5.9 6.8 11.9 9.7

男性 2.7 6.4 11.7 11.6 16.6 17.6 15.6 17.4

女性 0.6 0.8 2.7 5.3 8.2 6.5 10.3 11.1

（％）

60～64歳 65～69歳 70歳以上 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

平成　３年（1991年） 全体

平成　６年（1994年） 全体

平成　９年（1997年） 全体

平成１２年（2000年） 全体

平成１５年（2003年） 全体

男性

女性

男性 23.1 24.8 20.1

女性 11.9 13.0 9.9

男性 24.0 29.3 21.6 25.4 21.1 10.3 0.0

女性 11.6 12.1 12.3 7.4 8.7 5.2 0.0

男性 21.6 27.5 25.1 18.2 20.7 10.3 16.7

女性 9.6 14.2 12.0 12.0 8.4 8.3 11.1

男性 21.3 23.4 21.9 28.4 18.8 17.9 5.9

女性 9.5 13.4 13.7 10.7 9.5 7.9 3.3

注）・平成２１年（2009年）以前の保有率は「国内公開株式」の割合

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の年代／平成１５年（2003年）以前は世帯主の年代

平成３０年（2018年）

（問36）

平成２１年（2009年）

平成２７年（2015年）

平成２１年（2009年）

平成１８年（2006年）

平成２７年（2015年）

平成１８年（2006年）

平成２４年（2012年）

平成２４年（2012年）

平成３０年（2018年）

（問36）
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図表 参-15 職業別／株式保有状況の推移（％） 

図表 参-16 年収別／株式保有状況の推移（％） 
（％）

200万円

未満

200～300

万円未満

300～400

万円未満

400～500

万円未満

500～1000

万円未満

1000～

2000
万円未満

2000万円

以上

平成　３年（1991年） 2.4 5.7 7.2 8.1 17.0 40.4 47.9

平成　６年（1994年） 6.3 8.9 11.4 10.4 20.5 40.2 45.1

平成　９年（1997年） 6.4 7.6 11.3 13.2 18.5 36.2 41.2

平成１２年（2000年） 7.3 10.9 12.6 13.4 21.7 37.5 48.1

平成１５年（2003年） 5.0 10.2 14.0 14.5 20.5 36.1 41.1

平成１８年（2006年） 11.8 16.8 18.7 19.2 31.5 48.0 64.7

平成２１年（2009年） 6.8 9.2 12.4 17.0 20.3 38.9 71.4

平成２４年（2012年） 7.1 13.8 13.6 17.2 25.5 42.1 62.5

平成２７年（2015年） 7.5 13.1 15.2 19.0 27.0 48.8 66.7

平成３０年（2018年）

（問36）
7.5 12.1 12.5 21.5 23.3 45.7 50.0

注）・平成２１年（2009年）以前の保有率は「国内公開株式」の割合

 ・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

 ・平成１８年（2006年）より対象者個人の年収／平成１５年（2003年）以前は世帯の年収

（％）

卸・小売・

サービス

業主

製造・

修理・

加工業主

自営業主 自由業 家族従業者

常勤雇用

（役員・

管理職）

常勤雇用

（非管理職）

契約社員・

派遣社員

事務系

勤め人

平成　９年（1997年） 19.3 13.1 26.1 38.8 22.3

平成１２年（2000年） 19.4 14.7 29.1 41.1 21.8

平成１５年（2003年） 16.1 11.7 23.6 30.2 18.6

平成１８年（2006年） 20.8 12.4 25.9 37.9 20.1

平成２１年（2009年） 15.2 17.9 8.5 19.8 8.8

平成２４年（2012年） 16.4 30.4 11.1 22.1 9.7

平成２７年（2015年） 14.9 14.7 8.4 23.9 12.1

平成３０年（2018年）

（問36）
14.8 30.3 10.6 21.9 11.9 9.6

（％）

技術系

勤め人

労務系

勤め人
農林・漁業

パート・

アルバイト

・フリーター

専業主婦
無職・

年金のみ
学生 その他

平成　９年（1997年） 17.5 6.9 9.0 17.9 13.2

平成１２年（2000年） 19.5 8.0 11.2 21.2 13.2

平成１５年（2003年） 14.7 7.0 12.4 21.9 14.8

平成１８年（2006年） 11.8 8.5 13.6 12.2 16.5 22.7 2.9 13.1

平成２１年（2009年） 4.7 9.8 15.3 0.7 8.8

平成２４年（2012年） 6.2 8.4 16.4 0.0 14.3

平成２７年（2015年） 6.3 8.9 17.2 1.9 17.1

平成３０年（2018年）

（問36）
6.0 10.1 15.2 2.3 20.0

注）・平成２１年（2009年）以前の保有率は「国内公開株式」の割合

 ・平成１８年（2006年）の「無職・年金のみ」は、平成１５年（2003年）以前は、「無職」

 ・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

 ・平成１８年（2006年）より対象者個人の職業／平成１５年（2003年）以前は世帯主の職業
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図表 参-17 株式保有銘柄数の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-18 株式購入のきっかけ（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-19 株式購入理由（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

株式

保有者数
1銘柄 2銘柄 3銘柄 4銘柄 5銘柄 6銘柄

平成２４年（2012年） 844 39.0 14.7 12.6 4.5 5.6 1.7

平成２７年（2015年） 889 39.5 13.9 9.2 6.4 5.5 3.4

平成３０年（2018年）

（問36）
856 36.7 14.3 10.5 4.6 6.9 3.0

株式

保有者数
7銘柄 8銘柄 9銘柄 10銘柄  11銘柄以上 無回答 平均

平成２４年（2012年） 844 1.9 1.4 0.2 3.9 3.6 11.0 3.4

平成２７年（2015年） 889 1.3 1.6 0.3 4.5 3.4 10.9 3.3

平成３０年（2018年）

（問36）
856 1.8 1.6 0.7 4.1 5.5 10.4 3.9

注）・平均は実数平均

（％）

証券会社

に

勧められて

銀行に

勧められて

家族・友人・

知人

・親戚に

勧められて

株式に

関する

講演会を

聞いて

まとまった

資金が

できて

従業員

または役員

持株会

などに加入

株式投資

を取上げた

テレビ番組

を見て

新聞等で

株式投資

に関する

記事を見て

ネットで

株式投資

に関する

記事を見て

証券会社

の広告・

ＤＭを見て

NISAが

始まって
その他 無回答

平成２４年（2012年） 20.2 5.8 30.3 1.4 14.2 29.5 1.6 11.0 5.3 1.4 10.6 0.1

平成２７年（2015年） 20.9 5.3 33.2 2.3 15.7 28.5 3.7 11.2 7.8 1.1 2.1 10.0 0.5

平成３０年（2018年）
（問37）

21.0 5.4 32.8 2.0 13.8 27.7 2.3 8.5 6.6 0.8 3.5 10.4 0.9

（％）

短期の

値上がり益

を期待して

長期に

わたっての

資産運用

配当が

もらえる

株主優待

が受け

られる

その企業

を応援

できる

株主総会

で意見や

質問が

できる

従業員

または役員

持株会に

加入した

NISAで

資産形成

の開始

株式投資

に関する

指標に

魅力を

感じた

その他 無回答

平成２４年（2012年） 30.6 32.4 42.2 26.7 8.8 25.4 6.5 0.7

平成２７年（2015年） 33.1 33.7 48.4 31.2 12.2 1.2 23.2 2.8 1.4 5.5 1.0

平成３０年（2018年）

（問38）
32.5 31.1 52.3 36.2 11.2 1.5 21.3 3.4 4.9 0.8
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図表 参-20 株式投資の不満点の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-21 【株式保有未経験者】株式非購入の理由の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

期待した

ほどの

配当が

なかった

証券会社

からの

情報提供

が不十分

証券会社

からの

連絡に振り

回された

発行会社

からの

情報が

不十分

手数料が

高い

手数料

体系が

複雑

税金が

高い

値下がり

で損をした

NISAの

使い勝手

が悪い

夜間に

売買が

行えない

その他

不満に

思った

ことはない

無回答

平成２４年（2012年） 35.5 9.6 8.2 3.5 13.2 50.3 3.7 20.2 0.1

平成２７年（2015年） 33.9 12.8 5.5 3.7 25.8 6.1 20.9 36.8 2.9 4.3 2.2 19.4 0.9

平成３０年（2018年）

（問39）
42.1 9.4 5.4 2.9 26.0 6.7 19.8 29.4 2.4 2.8 1.4 24.2 1.0

（％）

配当が少なく

利回りが

低い

値下がりの

危険がある

株価の

動きなどに

神経を

使うのが嫌

購入

手続きが

煩雑そう

必要な

資金が準備

できなかった

十分な

知識をまだ

持っていない

職場の株式

売買ルール

が厳しい

平成２４年（2012年） 2.3 26.1 19.1 24.3 55.7

平成２７年（2015年） 1.9 22.5 14.4 10.6 18.7 25.8 0.4

平成３０年（2018年）

（問41）
1.7 23.5 17.8 11.6 15.6 26.0 0.6

証券会社や

担当者が

信用できない

株式市場に

良いイメージ

がなかった

損したという

人の話を

聞いた

ギャンブルの

ようなもの
その他

購入しなかっ

た理由を考え

たことがない

株式に興味

がないから
無回答

平成２４年（2012年） 2.7 10.2 19.1 14.8 1.4

平成２７年（2015年） 1.8 6.3 16.6 25.7 2.0 43.2 0.2

平成３０年（2018年）

（問41）
1.7 5.1 14.1 23.3 1.1 59.5 0.4
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図表 参-22 投資信託購入意向の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-23 投資信託に関して知っていることの推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-24 投資信託保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

今後１年以内

に購入したい

時期は未定

だが購入して

みたい

今のところ

購入する

つもりはない

無回答

平成２４年（2012年） 0.7 3.4 95.1 0.7

平成２７年（2015年） 2.2 6.5 89.9 1.3

平成３０年（2018年）

（問７）
2.1 6.9 90.2 0.8

（％）

現在保有
以前保有

現在非保有

保有経験

なし
無回答

昭和３７年（1962年） 10.1 0.0 89.9 0.0

昭和３９年（1964年） 8.9 4.5 86.6 0.0

昭和４２年（1967年） 6.2 7.0 86.8 0.0

昭和４５年（1970年） 4.9 7.9 87.2 0.0

昭和４８年（1973年） 4.8 5.0 89.3 0.9

昭和５１年（1976年） 5.4 3.3 90.8 0.5

昭和５４年（1979年） 6.4 4.5 86.5 2.6

昭和５７年（1982年） 8.2 4.6 85.7 1.5

昭和６０年（1985年） 12.8 2.6 83.0 1.6

昭和６３年（1988年） 16.7 4.1 77.5 1.7

平成　３年（1991年） 15.1 5.6 78.4 0.9

平成　６年（1994年） 12.1 6.9 79.5 1.5

平成　９年（1997年） 8.8 8.5 82.0 0.6

平成１２年（2000年） 8.8 8.0 83.1 0.1

平成１５年（2003年） 6.1 10.2 83.4 0.3

平成１８年（2006年） 7.0 3.8 88.9 0.3

平成２１年（2009年） 7.9 4.3 87.8 0.1

平成２４年（2012年） 7.7 4.4 87.7 0.2

平成２７年（2015年） 8.7 4.4 86.5 0.4

平成３０年（2018年）

（問43）
8.8 4.3 86.5 0.4

注）・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

（％）

証券会社以外

の金融機関で

も購入可能

分配金を受け

取れることがあ

る

専門家が投資・

運用するもの

公社債投資信

託と株式投資

信託

上場株式と同

様の上場投資

信託がある

分散投資でリス

クを減らすこと

が可能

定時定額積立

の累積投資方

法もある

上記の中で

知っていること

はない

無回答

平成２７年（2015年） 39.7 12.4 6.2 11.8 6.5 56.5 0.8

平成３０年（2018年）

（問42）
31.4 30.8 22.0 8.1 5.5 10.1 6.8 53.5 0.5
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図表 参-25 性・年代別／投資信託保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

24歳以下 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60歳以上

平成　６年（1994年） 全体 2.5 6.8 11.7 10.7 9.6 9.4 11.6 14.4 15.1

平成　９年（1997年） 全体 6.3 4.8 8.6 9.6 8.0 7.3 7.6 9.7 10.0

平成１２年（2000年） 全体 0.0 1.7 5.9 5.9 9.7 6.7 7.0 8.6 11.9

平成１５年（2003年） 全体 0.0 2.0 2.9 2.8 6.6 4.9 5.9 5.5 8.4

男性 0.7 0.8 2.9 4.7 6.1 8.5 7.9 10.2 13.6

女性 0.8 1.3 4.2 3.1 6.0 6.7 6.0 11.5 9.5

男性 0.7 1.9 3.3 5.6 4.0 9.4 9.8 6.8

女性 0.0 3.0 1.6 4.6 6.5 7.1 8.5 13.7

男性 0.0 2.8 3.1 6.1 5.5 7.6 8.9 9.6

女性 0.0 1.2 2.3 4.0 4.8 6.0 7.9 8.8

男性 0.9 1.4 4.6 7.3 7.6 6.3 10.7 11.5

女性 1.1 3.8 1.0 4.3 4.3 7.6 8.2 8.5

男性 1.3 5.0 6.6 7.5 7.8 9.4 10.3 7.0

女性 0.0 2.5 5.9 2.7 3.8 10.5 11.1 12.9

（％）

60～64歳 65～69歳 70歳以上 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

平成　６年（1994年） 全体

平成　９年（1997年） 全体

平成１２年（2000年） 全体

平成１５年（2003年） 全体

男性

女性

男性 13.8 14.1 14.9

女性 15.1 13.4 8.2

男性 11.0 17.1 12.6 12.2 16.8 10.3 0.0

女性 11.3 12.1 11.3 9.6 7.1 1.7 0.0

男性 11.8 14.6 18.4 11.8 17.2 15.4 16.7

女性 12.2 12.6 11.4 9.6 9.7 4.2 0.0

男性 7.5 15.2 13.7 16.2 12.1 9.0 0.0

女性 9.8 13.7 17.6 10.7 6.9 0.8 10.0

注）・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の年代／平成１５年（2003年）以前は世帯主の年代

平成30年（2015年）

（問43）

平成２１年（2009年）

平成２７年（2015年）

（問41）

平成２１年（2009年）

平成１８年（2006年）

平成２７年（2015年）

（問41）

平成１８年（2006年）

平成２４年（2012年）

平成２４年（2012年）

平成30年（2015年）

（問43）
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図表 参-26 職業別／投資信託保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-27 年収別／投資信託保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

（％）

200万円

未満

200～300

万円未満

300～400

万円未満

400～500

万円未満

500～1000

万円未満

1000～

2000万円

未満

2000万円

以上

平成　６年（1994年） 4.2 8.7 7.4 8.3 13.0 22.0 28.2

平成　９年（1997年） 3.4 5.4 6.3 7.8 9.1 15.9 12.2

平成１２年（2000年） 2.8 4.6 6.9 7.0 9.9 14.1 21.0

平成１５年（2003年） 2.7 3.7 5.6 4.4 7.5 12.7 16.4

平成１８年（2006年） 5.1 7.2 7.4 8.0 12.5 12.2 41.2

平成２１年（2009年） 6.3 8.1 8.5 9.9 12.2 12.6 42.9

平成２４年（2012年） 5.9 9.3 6.3 11.5 14.2 11.8 12.5

平成２７年（2015年） 6.2 10.7 10.0 10.3 13.1 31.3 33.3

平成３０年（2018年）

（問43）
6.8 10.0 9.4 12.2 13.0 20.2 16.7

注）・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の年収／平成１５年（2003年）以前は世帯の年収

（％）

卸・小売・

サービス

業主

製造・

修理・

加工業主

自営業主 自由業 家族従業者

常勤雇用

（役員・

管理職）

常勤雇用

（非管理職）

契約社員・

派遣社員

事務系

勤め人

平成　９年（1997年） 9.5 5.8 14.0 17.8 10.7

平成１２年（2000年） 7.9 5.2 16.4 17.5 9.0

平成１５年（2003年） 3.6 4.7 7.1 9.8 8.0

平成１８年（2006年） 7.9 4.4 16.0 11.4 8.3

平成２１年（2009年） 9.0 12.8 6.7 11.1 5.0

平成２４年（2012年） 6.9 17.4 9.9 9.4 5.3

平成２７年（2015年） 9.8 5.9 5.6 11.5 6.6

平成３０年（2018年）

（問43）
7.0 9.1 11.5 12.3 8.0 5.0

（％）

技術系

勤め人

労務系

勤め人
農林・漁業

パート・

アルバイト

・フリーター

専業主婦
無職・

年金のみ
学生 その他

平成　９年（1997年） 7.7 2.4 6.2 10.5 8.5

平成１２年（2000年） 8.0 2.9 4.3 11.9 8.1

平成１５年（2003年） 4.8 2.9 5.4 8.4 5.7

平成１８年（2006年） 4.0 2.6 6.4 5.3 7.8 9.9 0.7 6.1

平成２１年（2009年） 4.7 9.4 11.9 0.7 7.5

平成２４年（2012年） 3.9 9.4 12.0 0.0 6.1

平成２７年（2015年） 4.5 9.2 12.9 0.0 11.4

平成３０年（2018年）

（問43）
5.9 11.0 11.6 0.0 8.6

注）・平成１８年（2006年）の「無職・年金のみ」は、平成１５年（2003年）以前は、「無職」

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の職業／平成１５年（2003年）以前は世帯主の職業
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図表 参-28 投資信託の売買注文場所の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-29 投資信託購入の際に考慮する点の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-30 投資信託購入の理由の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-31 投資信託の不満点の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-32 【投資信託保有未経験者】投資信託非購入の理由の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

 

（％）

証券会社の

店頭

（電話注文

含む）

証券会社の

インターネット

取引

金融機関の

店頭

（電話注文

含む）

金融機関の

インターネット

取引

確定拠出

年金制度
その他 無回答

平成２４年（2012年） 40.9 7.8 47.3 4.8 3.2 7.9 0.8

平成２７年（2015年） 43.7 10.9 43.0 5.3 4.0 5.7 0.7

平成３０年（2018年）

（問44）
35.2 11.9 45.5 7.6 5.0 9.6 1.0

（％）

成長性や

収益性の

高さ

リスクの

低さや

安定性

分配金の

頻度や

運用実績

商品内容

のわかり

やすさ

商品の

コンセプト

手数料や

信託報酬

の水準

評価会社

による

評価

総資産額

の大きさ
その他

特に考慮

している点

はない

無回答

平成２４年（2012年） 50.8 55.5 39.2 14.5 5.7 9.8 8.4 5.7 2.8 7.7 0.7

平成２７年（2015年） 51.9 62.7 42.5 18.4 6.0 12.8 8.8 8.2 1.6 5.1 0.4

平成３０年（2018年）

（問45）
49.2 65.4 34.3 19.7 7.3 16.7 9.7 6.2 2.1 6.3 0.8

（％）

短期の

値上がりを

期待して

長期に

わたっての

資産運用

として

定期的に

分配金が

受け取れる

積立て

投資が

できる

比較的

少額でも

買える

分散投資

ができる

投資信託

購入を

通じ社会

貢献できる

専門家の

運用に

期待できる

知識収集に

時間を費や

す必要がな

い

株式に

比べて

安心な

イメージ

NISAやつみ

たてNISAで

資産形成の

開始

ｉＤｅＣｏで資

産形成の開

始

その他 無回答

平成２４年（2012年） 43.2 41.0 39.8 15.7 23.0 13.4 1.6 9.1 20.5 6.7 0.7

平成２７年（2015年） 18.3 47.1 49.1 15.3 27.6 15.6 2.0 8.6 23.6 5.9 5.0 0.7

平成３０年（2018年）

（問46）
18.3 47.3 41.8 17.6 32.8 15.5 2.6 11.6 5.5 18.4 8.1 1.4 6.9 1.0

（％）

期待した

ほどの

分配金が

ない

証券会社

等からの

情報提供

が不十分

証券会社

等からの

連絡に振り

回された

手数料・

信託報酬

が高い

手数料

体系が

複雑

税金が

高い

証券会社等

の品揃え

が少ない

値下がり

で損をした

NISAやつみ

たてNISAの

使い勝手が

悪い

似た商品が

複数あり

違いが

わからない

その他

不満に

思った

ことはない

無回答

平成２４年（2012年） 47.6 12.8 7.4 21.8 7.7 8.2 0.8 51.5 2.5 13.2 0.5

平成２７年（2015年） 39.3 16.2 4.8 27.5 11.5 19.4 1.9 35.0 2.4 16.6 1.4 14.6 0.7

平成３０年（2018年）

（問47）
53.5 14.2 4.5 30.0 9.2 15.5 1.6 34.4 2.8 14.7 1.2 15.9 0.8

（％）

分配金が

少ない

値下がりの

危険がある

投資信託

の値動き

に神経を

使うのが嫌

購入

手続きが

煩雑そう

必要な

資金が

準備でき

なかった

商品の

仕組みが

複雑

十分な

知識を

まだ持って

いない

証券会社等

の担当者が

信用

できない

損した

という人の

話を聞いた

ギャンブル

のような

もの

その他

投資信託に

興味がない

から

購入しな

かった理由

を考えたこ

とがない

無回答

平成２４年（2012年） 2.7 17.5 15.5 21.3 14.3 48.6 2.7 12.6 21.6 15.5 1.5

平成２７年（2015年） 2.0 15.0 7.1 6.3 12.2 5.8 17.9 2.0 8.0 15.4 2.0 57.0 0.7

平成３０年（2018年）

（問48）
2.1 16.7 9.6 8.1 11.3 6.6 20.0 1.6 7.2 15.9 1.3 67.7 0.5
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図表 参-33 公社債購入意向の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-34 「公社債」に関して知っていることの推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-35 公社債保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

今後１年以内

に購入したい

時期は未定

だが購入して

みたい

今のところ

購入する

つもりはない

無回答

平成２４年（2012年） 0.3 2.6 96.3 0.8

平成２７年（2015年） 0.5 4.1 93.8 1.5

平成３０年（2018年）

（問７）
0.4 3.6 95.0 1.0

（％）

現在保有
以前保有

現在非保有

保有経験

なし
無回答

平成　３年（1991年） 9.5 1.7 88.7

平成　６年（1994年） 7.9 1.9 90.2

平成　９年（1997年） 6.7 3.7 89.6

平成１２年（2000年） 6.8 2.1 91.1

平成１５年（2003年） 3.7 7.4 88.6

平成１８年（2006年） 4.6 3.7 91.5

平成２１年（2009年） 5.2 4.2 90.5

平成２４年（2012年） 4.2 3.9 91.8 0.2

平成２７年（2015年） 3.6 5.0 91.3 0.1

平成３０年（2018年）

（問50）
2.6 5.1 92.2 0.2

注）・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

（％）

国債、社債など

がある

保有時、利子受

取・元本が償還

される

元利金支払い

の確実性格付

けがある

国債には、個人

向け国債がある

配当金や譲渡

損益と損益通

算できる

10年物国債利

回りが過去最

低を更新

公社債等の課

税方式が見直

されている

上記の中で

知っていること

はない

無回答

平成２７年（2015年） 46.4 18.2 7.5 18.7 4.1 1.3 49.5 0.7

平成３０年（2018年）

（問49）
45.9 16.6 7.2 17.7 3.2 50.2 0.6
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図表 参-36 性・年代別／公社債保有状況の推移（％） 

 

（％）

24歳以下 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60歳以上

平成　６年（1994年） 全体 0.0 2.9 3.7 5.1 5.5 5.9 6.2 8.4 12.3

平成　９年（1997年） 全体 0.0 0.9 3.6 5.0 5.9 4.8 5.8 7.6 9.5

平成１２年（2000年） 全体 3.4 0.0 2.3 4.7 4.3 5.5 5.1 6.6 10.4

平成１５年（2003年） 全体 0.0 0.0 1.5 0.5 3.6 1.8 2.9 2.5 6.5

男性 0.4 1.1 0.4 3.1 2.9 4.8 4.1 5.5 8.9

女性 0.0 0.3 1.5 2.8 2.2 4.1 5.1 6.6 8.4

男性 0.0 0.4 1.1 2.5 2.6 2.6 7.2 5.5

女性 0.0 1.3 3.2 2.9 3.4 4.6 4.4 8.1

男性 0.0 0.5 1.2 1.5 3.4 2.8 3.9 5.4

女性 0.0 0.4 0.5 1.7 1.7 2.5 5.0 3.5

男性 0.0 0.0 1.7 1.3 2.1 2.0 2.1 5.0

女性 0.0 0.9 0.5 0.9 1.3 3.2 2.9 3.1

男性 1.3 0.5 1.4 0.6 1.6 2.0 1.5 1.6

女性 0.0 0.8 0.0 2.3 1.4 2.5 2.1 2.5

（％）

60～64歳 65～69歳 70歳以上 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

平成　６年（1994年） 全体

平成　９年（1997年） 全体

平成１２年（2000年） 全体

平成１５年（2003年） 全体

男性

女性

男性 8.1 9.9 10.9

女性 10.5 10.1 7.4

男性 5.0 10.0 6.5 9.8 14.7 0.0 0.0

女性 5.8 7.8 7.8 6.1 6.3 0.0 0.0

男性 5.2 7.6 7.3 7.3 6.9 7.7 16.7

女性 7.1 5.3 5.6 5.4 3.2 0.0 0.0

男性 3.6 5.0 3.9 7.6 2.7 7.5 5.9

女性 3.3 4.3 5.5 2.9 4.4 0.8 0.0

注）・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

 ・平成１８年（2006年）より対象者個人の年代／平成１５年（2003年）以前は世帯主の年代

平成３０年（2018年）

（問50）

平成２１年（2009年）

平成２７年（2015年）

平成２１年（2009年）

平成１８年（2006年）

平成２７年（2015年）

平成１８年（2006年）

平成２４年（2012年）

平成２４年（2012年）

平成３０年（2018年）

（問50）
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図表 参-37 職業別／公社債保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-38 年収別／公社債保有状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

200万円

未満

200～300

万円未満

300～400

万円未満

400～500

万円未満

500～1000

万円未満

1000～

2000万円

未満

2000万円

以上

平成　６年（1994年） 4.8 5.5 6.0 5.8 8.1 14.4 21.8

平成　９年（1997年） 3.7 5.2 7.1 5.2 6.2 11.4 15.3

平成１２年（2000年） 3.9 4.8 6.1 5.4 6.7 10.3 18.5

平成１５年（2003年） 1.5 4.2 4.0 3.8 3.7 5.9 6.8

平成１８年（2006年） 3.7 4.9 5.2 3.8 7.3 9.2 5.9

平成２１年（2009年） 4.5 6.5 6.3 4.2 6.5 7.4 28.6

平成２４年（2012年） 3.6 5.0 3.3 5.3 6.1 3.9 12.5

平成２７年（2015年） 2.9 4.7 3.7 4.0 4.5 8.8 0.0

平成３０年（2018年）

（問50）
2.2 2.8 3.7 3.7 3.5 1.1 0.0

注）・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

      ・平成１８年（2006年）より対象者個人の年収／平成１５年（2003年）以前は世帯の年収

（％）

卸・小売・

サービス

業主

製造・

修理・

加工業主

自営業主 自由業 家族従業者

常勤雇用

（役員・

管理職）

常勤雇用

（非管理職）

契約社員・

派遣社員

事務系

勤め人

平成  ９年（1997年） 6.7 4.2 9.6 12.3 7.0

平成１２年（2000年） 5.2 3.3 13.6 10.7 6.1

平成１５年（2003年） 2.0 2.8 5.7 4.0 3.3

平成１８年（2006年） 3.1 3.3 7.4 8.5 3.3

平成２１年（2009年） 5.2 15.4 5.4 4.5 3.0

平成２４年（2012年） 3.9 8.7 3.1 3.8 2.1

平成２７年（2015年） 3.0 0.0 2.8 3.1 1.9

平成３０年（2018年）

（問50）
2.0 12.1 2.7 2.4 1.6 2.0

（％）

技術系

勤め人

労務系

勤め人
農林・漁業

パート・

アルバイト

・フリーター

専業主婦
無職・

年金のみ
学生 その他

平成　９年（1997年） 5.2 2.2 4.6 10.7 7.1

平成１２年（2000年） 5.3 1.7 5.8 11.9 7.2

平成１５年（2003年） 2.9 0.9 2.7 7.5 2.6

平成１８年（2006年） 2.6 1.8 5.5 2.5 6.1 8.6 0.0 4.4

平成２１年（2009年） 2.9 6.6 9.7 0.0 5.0

平成２４年（2012年） 2.3 5.4 7.4 0.0 6.1

平成２７年（2015年） 2.6 4.2 6.2 0.0 8.6

平成３０年（2018年）

（問50）
1.9 2.5 4.6 0.8 5.7

注）・平成１８年（2006年）の「無職・年金のみ」は、平成１５年（2003年）以前は「無職」

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の保有率／平成１５年（2003年）以前は世帯の保有率

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の職業／平成１５年（2003年）以前は世帯主の職業
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図表 参-39 公社債の売買注文場所の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-40 公社債購入の理由の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-41 公社債投資の不満点の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-42 【公社債保有未経験者】公社債非購入の理由の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

（％）

期待した

ほどの

利回りが

ない

証券会社

等からの

情報提供

が不十分

証券会社

等からの

連絡に振り

回された

気配や

価格がよく

わからない

税金が

高い

すぐ

売り切れて

購入でき

なかった

償還前に

売却

しづらい

値下がり

で損をした
その他

不満に

思った

ことはない

無回答

平成２４年（2012年） 31.9 7.1 3.7 12.1 8.5 14.0 9.9 1.4 39.2 1.2

平成２７年（2015年） 42.2 10.9 3.2 13.5 10.7 3.3 10.0 8.0 1.3 30.4 0.3

平成３０年（2018年）

（問53）
39.4 12.0 4.5 11.6 9.3 4.5 9.3 8.8 1.3 31.4 1.1

（％）

証券会社の

店頭

（電話注文

含む）

証券会社の

インターネット

取引

金融機関の

店頭

（電話注文

含む）

金融機関の

インターネット

取引

その他 無回答

平成２４年（2012年） 38.3 4.1 54.3 1.4 7.6 0.7

平成２７年（2015年） 43.6 4.2 49.6 1.3 6.3 0.5

平成３０年（2018年）

（問51）
40.7 5.6 50.1 2.4 8.6 0.4

（％）

他の貯蓄

より

利回り

が有利

安全確実

利息が

途中で

変わらない

利息が

途中で

変わる

いつでも

換金できる
手頃な金額 期間が手頃

無記名

なので財産

上の秘密

が守れる

供託金や

担保に

利用できる

非課税

制度が

利用できる

相続・贈与

で取得
その他

平成１２年（2000年） 32.9 20.5 9.1 11.4 7.0 1.2 8.2 1.9

平成１５年（2003年） 47.9 51.3 9.0 24.0 11.6 0.0 13.9 4.5

平成１８年（2006年） 59.4 52.9 6.2 1.9 13.5 20.7 12.2 3.4 0.2 3.9 6.2

平成２１年（2009年） 60.6 48.9 7.3 0.9 9.7 18.6 16.2 1.8 0.3 3.2 1.8 3.8

（％）

預貯金に

比べて

利回り

が有利

比較的

安全

利息が

途中で

変わらない

比較的

換金

しやすい

手頃な金額

公社債の

購入を

通じて

社会貢献

できる

償還日が

資産運用

期間として

手頃

抽選など

により

プレゼント

がもらえる

その他 無回答

平成２４年（2012年） 67.0 64.9 12.9 11.0 23.6 7.4 14.0 5.1 0.7

平成２７年（2015年） 64.4 66.1 16.5 10.2 25.5 4.7 8.2 2.0 4.5 0.5

平成３０年（2018年）
（問52）

66.2 68.2 17.4 12.7 24.7 2.8 8.2 1.7 4.9 0.7

注）・平成２４年（2012年）よりカテゴリーが変更

     ・平成１８年（2006年）より「公社債現在保有者または以前保有者」が質問対象／平成１５年（2003年）以前は「公社債現在保有世帯」が質問対象

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の購入理由／平成１５年（2003年）以前は世帯の購入理由

（％）

利回りが

低い

値下がりの

危険が

ある

公社債の

値動きに

神経を

使うのが嫌

購入

手続きが

煩雑そう

必要な

資金が

準備でき

なかった

商品の

仕組みが

複雑

十分な

知識をまだ

持って

いない

証券会社等

の担当者が

信用

できない

損した

という人の

話を聞いた

ギャンブル

のような

もの

その他
公社債に興

味がない

購入しな

かった理由

を考えたこ

とがない

無回答

平成２４年（2012年） 5.4 22.4 53.2 2.4 7.2 15.6 16.0 1.5

平成２７年（2015年） 5.8 7.8 5.0 5.8 11.6 3.8 15.4 1.2 3.7 8.8 1.9 62.7 0.4

平成３０年（2018年）

（問54）
4.3 7.3 5.2 5.7 9.1 3.7 15.7 0.7 3.1 7.7 1.1 73.5 0.8
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図表 参-43 証券会社との取引状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-44 現在取引している証券会社数の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-45 特定口座を開設している証券会社数の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-46 金融商品の保有目的の推移（複数回答）（％） 

 

 

 

 

 

（％）

現在

取引している

以前取引して

いたが、

現在していない

これまでに

取引した

ことがない

無回答

平成２４年（2012年） 11.2 7.2 81.5 0.1

平成２７年（2015年） 12.5 7.6 79.5 0.4

平成３０年（2018年）

（問30）
12.0 6.5 80.9 0.6

（％） （社）

証券会社

取引者数
0社 1社 2社 3社 4社以上 無回答 平均

平成２４年（2012年） 759 4.5 60.2 12.6 2.4 0.4 19.9 1.2

平成２７年（2015年） 849 4.7 59.2 11.5 2.7 0.9 20.8 1.2

平成３０年（2018年）

（問30）
841 6.1 57.6 10.5 3.0 0.6 22.4 1.2

注）・平均は実数平均

（％） （社）

証券会社

取引者数
１社 ２社 ３社 ４社 ５社以上 平均

昭和５１年（1976年） 3203 51.6 10.7 2.0 0.3 0.2 1.3

昭和５４年（1979年） 3381 53.5 11.6 2.4 0.5 0.3 1.3

昭和５７年（1982年） 2504 51.0 12.7 2.0 0.4 0.3 1.3

昭和６０年（1985年） 2495 49.3 12.4 2.6 0.6 0.3 1.3

昭和６３年（1988年） 2919 48.5 13.2 3.3 0.9 0.5 1.4

平成　３年（1991年） 2274 53.5 17.0 4.0 0.9 0.4 1.4

平成　６年（1994年） 2084 57.7 16.6 4.0 0.8 0.4 1.4

平成　９年（1997年） 1640 60.5 16.2 2.5 0.3 0.1 1.3

平成１２年（2000年） 1417 55.4 14.9 3.9 0.4 0.7 1.4

平成１５年（2003年） 1547 48.8 13.3 3.0 0.6 0.1 1.3

平成１８年（2006年） 932 70.7 16.1 3.5 0.4 1.0 1.3

平成２１年（2009年） 861 68.8 17.0 3.1 0.9 0.7 1.3

平成２４年（2012年） 781 72.7 19.0 4.4 0.5 0.6 1.3

平成２７年（2015年） 874 70.1 18.9 5.7 1.3 1.1 1.4

平成３０年（2018年）

（問30）
841 72.7 18.9 4.4 0.6 0.8 1.3

注）・平均は実数平均

     ・平成１８年（2006年）より対象者個人の取引会社数／平成１５年（2003年）以前は世帯の取引会社数

（％）

将来・老後

の生活資金

子供や孫の

教育資金
住宅の取得

結婚費用の

捻出

レジャー（ス

ポーツ、旅

行など）費用

の捻出

将来の不測

の事態への

備え

現金の盗難

対策
その他

特に目的は

ない
無回答

平成２７年（2015年） 66.2 28.3 4.2 2.9 21.5 39.3 3.5 1.7 12.6 0.6

平成３０年（2018年）

（問５）
66.4 28.4 4.3 3.1 22.1 38.6 4.1 1.8 13.4 0.5
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図表 参-47 興味を持っている金融商品の推移（％） 

図表 参-48 証券投資の必要性の推移（％） 

 

図表 参-49 証券投資を必要と思う理由の推移（複数回答）（％） 

図表 参-50 習得したい証券投資の知識の推移（複数回答）（％） 

図表 参-51 証券投資に関する知識の習得方法の推移（複数回答）（％） 
（％）

中立機関

（大学等）の

無料講座

やセミナー

への参加

金融機関が

実施するセ

ミナーへの

参加

証券会社

や金融

機関担当

者からの

説明

証券会社

や金融

機関の

冊子や

パンフ

金融

専門誌

や書籍

インター

ネット（ＰＣ

やタブレッ

ト）

スマホのイ

ンターネット

アプリ

・動画

新聞や

テレビ、

ラジオ

投資クラブ

などで勉強

周囲の投資

経験者から

の意見

わからない 無回答

平成２４年（2012年） 31.1 31.6 17.8 21.2 23.2 4.1 26.4 1.9

平成２７年（2015年） 18.4 35.1 19.4 17.9 4.3 24.4 4.1 23.2 3.0

平成３０年（2018年）

（問12）
34.1 24.5 29.3 15.0 16.2 34.0 22.7 23.2 22.3 8.9 0.3

25.8

28.5

（％）

預貯金 信託 株式 投資信託 公社債

有価証券関

連デリバティ

ブ商品

有価証券関

連デリバティ

ブ以外のデ

リバティブ商

品

その他

興味を持っ

ている金融

商品はない

無回答

平成２７年（2015年） 58.1 2.9 16.6 10.6 3.6 0.6 0.7 0.4 33.8 0.5

平成３０年（2018年）

（問８）
55.6 3.1 16.1 10.9 3.4 0.6 0.7 0.6 36.2 0.5

（％）

必要だと思う 必要とは思わない 無回答

平成２７年（2015年） 23.7 75.8 0.5

平成３０年（2018年）

（問９）
25.1 74.6 0.3

（％）

将来の生活資金

として準備できる

現在の保有額で
は将来の生活に

不安

預貯金だけで十
分利息を期待で

きない

将来のインフレ
に備えることが

できる

その他 特に理由はない 無回答

平成２７年（2015年） 43.8 26.2 66.4 11.3 2.4 4.9 0.0

平成３０年（2018年）

（問10）
45.6 26.3 66.9 12.0 1.3 4.7 0.2

（％）

個別の

証券の

仕組みや

リスク

証券取引

の始め方

証券税制

の仕組み

経済に

おける

証券市場

の役割

経済全般

個別

企業を

分析する

その他 わからない
知識は

必要ない
無回答

平成２４年（2012年） 25.8 15.4 11.1 6.3 16.3 12.3 0.5 16.8 46.3 0.1

平成２７年（2015年） 22.4 11.6 11.7 5.5 12.8 9.0 0.3 15.5 50.7 0.3

口座開設や

金融商品の

売買方法

投資対象商

品の種類や

仕組みやリ

スク

投資者の

ノーハウや

投資額

自分に適し

た投資の商

品・スタイル

証券税制の

仕組み

（NISAを含

む）

経済に関す

る全般的な

知識

投資のリス

クを減らす

方法

投資をして

いる人達の

成功談・失

敗談

知識は

必要ない
わからない 無回答

平成３０年（2018年）

（問11）
25.2 45.7 27.8 44.8 20.9 23.1 34.8 16.5 5.3 9.6 1.0
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図表 参-52 証券投資は必要ない理由の推移（複数回答）（％） 

図表 参-53 証券投資に関する教育の有無の推移（％） 

図表 参-54 金融の基礎知識や経済の仕組みを学び始める時期の推移（％） 

図表 参-55 証券投資全般のイメージの推移（複数回答）（％） 

図表 参-56 証券投資を行ううえで強化すべき点の推移（複数回答）（％） 

図表 参-57 認知度 「未公開株・社債などの詐欺」の推移（％） 

（％）

受けた

ことがある

受けたと

思うが、あまり

覚えていない

受けていない 無回答

平成２４年（2012年） 4.0 10.8 85.1 0.1

平成２７年（2015年） 6.6 11.2 82.1 0.2

平成３０年（2018年）

（問14）
7.2 12.4 80.3 0.1

（％）

小学校

入学前
小学校 中学校 高等学校

大学・

専門学校
社会人 その他 必要ない 無回答

平成２４年（2012年） 0.5 9.7 31.7 30.3 9.2 0.8 17.5 0.3

平成２７年（2015年） 0.4 8.4 23.6 26.4 10.5 15.0 1.3 13.8 0.7

平成３０年（2018年）

（問15）
0.7 9.8 22.8 26.9 8.9 15.6 1.0 13.6 0.6

（％）

知っている
聞いたことは

ある

勧誘された

ことがある
知らない 無回答

平成２４年（2012年） 19.6 38.0 1.2 41.0 0.2

平成２７年（2015年） 16.3 37.2 1.0 44.7 0.7

平成３０年（2018年）

（問18）
14.3 38.5 1.0 45.9 0.3

（％）

資産運用

の一環

資産を

増やす

将来の

生活資金

の蓄えに

役立つ

経済・

金融の

知識が

身につく

勉強になる
社会貢献

に役立つ
楽しそう 難しい

お金持ち

がやるもの

ギャンブル

のような

もの

なんとなく

怖い

しつこく

勧誘される
その他 無回答

平成２４年（2012年） 34.7 10.1 17.6 2.4 38.8 32.5 35.0 31.6 12.4 3.6 0.7

平成２７年（2015年） 43.5 13.5 18.0 2.1 36.2 29.5 27.6 28.0 10.1 2.2 0.7

平成３０年（2018年）

（問16）
37.6 16.1 8.7 2.8 2.0 41.2 32.5 32.6 29.3 10.7 2.4 0.8

（％）

不公正な

取引など

への厳格

な対応

高齢者

などへの

適切な

勧誘

ルール

悪質な

業者・

営業員の

排除

上場企業

に対する

チェック

機能の

強化

最低限の

金融

リテラシー

習得支援

金融・証券

に関する知

識習得の支

援

金融商品

の無料

相談窓口

の提供

購入後の

アフター

ケア

その他 無回答

平成２４年（2012年） 44.3 28.4 55.0 17.8 41.9 7.0 3.6

平成２７年（2015年） 43.5 27.9 52.7 12.8 15.1 26.3 32.7 5.2 4.9

平成３０年（2018年）

（問17）
40.3 27.9 49.6 12.8 29.2 23.1 30.8 4.8 3.4

（％）

損する可能性

がある

価格の変動に

神経を使うの

が嫌

リスクを

取りたくない

ギャンブルの

ようなもの

金融や投資に

関する知識

持っていない

周りに証券投

資をしている

人がいない

将来の生活資

金は十分持っ

ている

その他
特に

理由はない
無回答

平成２７年（2015年） 38.0 33.3 21.8 38.5 2.8 25.2 0.5

平成３０年（2018年）

（問13）
43.7 28.3 25.9 33.7 5.9 2.2 3.0 27.8 1.0
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図表 参-58 認知度 「証券取引等監視委員会」の推移（％） 

 

図表 参-59 認知度 「日本投資者保護基金」の推移（％） 

図表 参-60 認知度 「日本証券業協会」の推移（％） 

 

 

図表 参-61 認知度 「東京証券取引所」の推移（％） 

 

図表 参-62 認知度 「証券・金融商品あっせん相談センター」の推移（％） 

（％）

業務内容を

含め知っている

名前を

知っている程度
知らない 無回答

平成２４年（2012年） 13.6 32.2 53.7 0.6

平成２７年（2015年） 5.1 33.5 60.6 0.7

平成３０年（2018年）

（問19）
4.9 33.0 61.5 0.6

注）・平成２７年（2015年）よりカテゴリーが変更

　　・「業務内容を含め知っている」は平成２４年は「知っている」

（％）

業務内容を

含め知っている

名前を

知っている程度
知らない 無回答

平成２４年（2012年） 11.3 30.7 57.3 0.7

平成２７年（2015年） 3.9 31.0 64.2 0.9

平成３０年（2018年）

（問19）
3.5 27.7 67.9 0.8

注）・平成２７年（2015年）よりカテゴリーが変更

　　・「業務内容を含め知っている」は平成２４年は「知っている」

（％）

業務内容を

含め知っている

名前を

知っている程度
知らない 無回答

平成２４年（2012年） 31.8 48.4 19.6 0.2

平成２７年（2015年） 15.8 58.0 25.8 0.5

平成３０年（2018年）

（問19）
15.5 56.9 27.2 0.4

注）・平成２７年（2015年）よりカテゴリーが変更

　　・「業務内容を含め知っている」は平成２４年は「知っている」

（％）

業務内容を

含め知っている

名前を

知っている程度
知らない 無回答

平成２７年（2015年） 1.4 10.9 86.6 1.1

平成３０年（2018年）

（問19）
1.4 10.9 86.8 0.8

注）・平成２７年（2015年）よりカテゴリーが変更

　　・「業務内容を含め知っている」は平成２４年は「知っている」

（％）

業務内容を

含め知っている

名前を

知っている程度
知らない 無回答

平成２７年（2015年） 1.1 9.2 88.8 1.0

平成３０年（2018年）

（問19）
1.2 8.7 89.3 0.8

注）・平成２７年（2015年）よりカテゴリーが変更

　　・「業務内容を含め知っている」は平成２４年は「知っている」
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図表 参-63 証券会社に関して知っていることの推移（複数回答）（％） 

図表 参-64 証券会社のイメージの推移（複数回答）（％） 

図表 参-65 取引している証券会社の選択理由の推移（複数回答）（％） 

図表 参-66 証券会社との主な取引方法の推移（％） 

図表 参-67 【証券会社と現在取引がない人】証券会社と取引をやめた理由の推移（複数回答）（％） 

（％）

積極的

である

身近

である

信頼

できる

社会の

役に立つ

経済情報

を発信

している

将来性

がある

勧誘が

しつこい

敷居が

高い

あまり信頼

できない
その他 無回答

平成２４年（2012年） 8.0 3.2 2.8 2.5 21.6 1.5 17.2 33.5 39.9 10.2 2.1

平成２７年（2015年） 11.3 3.5 3.9 4.3 27.5 2.0 14.6 41.1 31.4 6.8 1.8

平成３０年（2018年）

（問29）
9.0 3.3 3.7 5.4 23.4 3.4 14.7 38.5 30.2 7.9 2.1

（％）

以前

損をした

資金が

なくなった

証券会社

のサービス

がよく

なかった

証券会社

との取引

時間が

なくなった

担当

していた

営業員が

代わった

証券会社

や担当者

が信用

できない

銀行、

投信会社

との取引に

変更した

銀行や

保険会社

の金融

商品に

変更した

金融資産

保有額が

目標達成

し運用

不要

その他 無回答

平成２４年（2012年） 34.1 31.9 2.8 8.0 10.6 8.4 14.3 0.4

平成２７年（2015年） 44.2 33.2 8.3 6.4 10.9 5.8 5.8 20.6 1.9 9.2 1.1

平成３０年（2018年）

（問33）
41.9 34.0 9.0 7.0 10.3 5.5 6.6 19.7 3.9 9.6 0.7

（％）

信用の

ある会社

立地が

便利

家族・友人・

知人

・親戚が

勤めている

営業員が

良い情報

を知らせて

くれた

親しみ

やすい

営業員が

いる

インターネッ

ト取引が

ある

インターネッ

ト取引のサ

イトが使い

やすい

その会社

でしか

扱ってない

商品が

ある

売買

手数料が

安い等、

取引条件

が良い

その他 無回答

平成２４年（2012年） 37.8 21.9 21.4 13.2 11.7 21.5 7.9 3.2 11.4 10.8 0.6

平成２７年（2015年） 46.1 20.9 20.0 16.6 9.5 25.9 9.6 4.7 13.6 8.9 0.3

平成３０年（2018年）

（問31）
43.6 15.3 19.4 13.2 9.8 24.9 14.4 3.4 10.5 10.5 0.5

注） ・平成30年(2018年)よりカテゴリーが変更

　    ・「インターネット取引がある」は平成27年以前は「オンライン取引がある」

　    ・「インターネット取引のサイトが使いやすい」は平成27年以前は「オンライン取引のサイトが使いやすい」

（％）

店頭営業員

との対面、

店舗等への電話

パソコンやタブ

レットを利用して

インターネット取

引をしている

スマートフォンを

利用してインター

ネット取引をして

いる

その他 無回答

平成２４年（2012年） 68.1 1.5

平成２７年（2015年） 58.1 6.6 1.4

平成３０年（2018年）

（問32）
52.7 26.9 10.2 9.0 1.2

注） ・平成30年(2018年)よりカテゴリーが変更

　 　 ・「パソコンやタブレットを利用してインターネット取引をしている」や「スマートフォンを利用してインターネット取引をしている」は

 平成27年以前は「インターネット（モバイルサイト含）を利用して取引をしている」

30.3

33.9

（％）

顧客株式等

の売買注文

の取り次ぎ

自ら株式な

どの売買を

行っている

公社債や

投資信託を

販売

企業の

資金調達
円滑化の

支援

投資

セミナーを

開催

資産形成に

関する相談

を実施

顧客資産と

自社固有資

産の別管理

自己資本

規制比率

を維持

行政や自主

規制機関の
検査を受け

ている

上記の中で

知っている

ことはない

無回答

平成２７年（2015年） 53.9 28.6 30.6 8.6 26.8 6.8 3.7 7.9 34.4 0.3

平成３０年（2018年）

（問28）
50.5 27.8 28.1 8.4 27.7 17.2 5.7 3.3 7.7 37.6 0.4
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図表 参-68 【証券会社と現在取引がない人】証券会社との取引再開の条件の推移（複数回答）（％） 

図表 参-69 ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）口座保有状況の推移（％） 

図表 参-70 ＮＩＳＡ口座を開設したがＮＩＳＡで投資しなかった理由の推移（複数回答）（％） 

図表 参-71  ＮＩＳＡ口座開設意向なし、ＮＩＳＡ興味なしの理由の推移（複数回答）（％） 

図表 参-72 確定拠出年金制度の現在加入状況の推移（％） 

（％）

有価証券を

購入する

資金が

できる

有価証券

の知識が

増える

興味のある

商品や

サービスの

提供

有価証券

の購入

手続きが

簡単に

なる

証券会社

が自宅や

勤務先

近辺に

できる

休日や

平日

夜間に

投資相談

ができる

証券会社

の手数料

が下がる

信頼できる

証券会社

や担当者

ができる

少額投資

非課税

制度

が使い

やすくなる

NISAやつみ

たてNISAが

使いやすく

なる

ジュニア

NISA制度

が導入

される

その他

証券会社

と取引

するつもり

はない

無回答

平成２４年（2012年） 26.7 13.3 11.4 5.0 1.0 5.4 9.8 4.4 55.6 0.6

平成２７年（2015年） 27.0 10.2 12.8 3.0 0.9 2.6 5.5 8.7 5.1 0.4 1.5 52.8 1.3

平成３０年（2018年）

（問34）
19.1 9.4 13.2 4.6 1.1 2.2 9.0 6.6 5.0 2.4 58.1 0.4

（％）

ＮＩＳＡに
ついて良く

分からない

ＮＩＳＡ口座
の開設手続

が面倒

ＮＩＳＡの

非課税
投資額が

少額で
ある

投資商品を

売却しても
損益通算

不可

投資商品を

売却しても
再投資利用

不可

NISA口座と

他口座の
二重管理

が面倒

確定拠出年

金利用のた
め投資資金

不足

持株会や

相続などの
商品のみを

保有

ＮＩＳＡは

自身の投資
スタンスに

合わない

ラップ口座
を利用

している

証券投資を
するつもり

がない

その他 無回答

平成２７年（2015年） 43.0 9.7 3.4 3.0 1.5 5.5 4.7 0.0 57.8 2.8 2.5

平成３０年（2018年）
（問23）

44.0 9.7 3.8 3.1 0.9 4.1 1.6 0.5 61.0 2.8 1.0

（％）

市場動向か

ら投資時期

を見極めて
いる

投資商品を
見極めてい

るため

投資する資

金が確保で

きなかった
ため

口座開設さ

れるまでに

投資意欲が
減退

営業員から
の勧誘がな

かったため

非課税投資
額が少額で

あるため

投資商品を

売却後も損

益通算でき
ない

非課税投資

額の枠を再

投資に使え
ない

株式に投資
しようと考え

ているため

投資の方法
が良く分か

らないため

口座開設

キャンペー

ンの景品が
目的

その他 無回答

平成２７年（2015年） 18.2 21.9 25.5 11.7 6.9 6.6 5.5 2.9 4.7 17.9 8.8 9.9 5.1

平成３０年（2018年）

（問22）
18.2 15.3 21.5 17.2 6.2 5.7 8.1 1.9 5.3 24.9 12.9 10.0 0.5

（％）

口座を開設、

投資あり

口座を開設、

投資なし

内容理解済、

今後開設したい

内容理解済、

開設意向なし

聞いたことあり、

興味がある

聞いたことあり、

興味はない
知らない 無回答

平成２７年（2015年） 5.6 3.9 1.8 6.1 5.6 28.4 48.3 0.3

平成３０年（2018年）

（問21）
6.5 3.0 1.3 4.4 6.7 29.4 48.3 0.4

（％）

加入している

（企業型・個人型）
加入していない わからない 無回答

平成２７年（2015年） 13.2 58.8 27.7 0.3

企業型確定拠出

年金に

加入している

iDeCoに

加入している

確定拠出年金に

非加入、

今後加入検討

確定拠出年金に

非加入、

関心はある

確定拠出年金に

非加入、

関心もない

わからない 無回答

平成３０年（2018年）

（問27）
7.6 0.8 0.9 5.9 32.1 52.4 0.3
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図表 参-73 性別の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-74 年代の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-75 配偶者の有無の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-76 職業の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-77 主な収入源の推移（％） 

 

 

 

 

 

（％）

男性 女性

平成１８年（2006年） 48.2 51.8

平成２１年（2009年） 48.2 51.8

平成２４年（2012年） 48.1 51.9

平成２７年（2015年） 48.2 51.8

平成３０年（2018年）

（Ｆ１）
48.0 52.0

（％）

あり なし 無回答

平成２４年（2012年） 70.9 27.0 2.1

平成２７年（2015年） 69.9 27.0 3.1

平成３０年（2018年）

（Ｆ３）
67.3 30.7 2.0

（％）

給与所得 事業所得 利子・配当
貯蓄の

取り崩し
家賃・地代 恩給・年金

特に

収入はない
その他 無回答

平成２１年（2009年） 52.0 8.8 0.2 1.0 0.7 22.7 13.8 0.8 0.1

平成２４年（2012年） 49.9 8.0 0.3 0.7 0.8 27.9 11.9 0.5 0.0

平成２７年（2015年） 49.0 8.1 0.3 0.6 0.6 28.6 12.0 0.6 0.1

平成３０年（2018年）
（Ｆ５）

51.8 7.6 0.1 0.6 0.6 27.3 11.3 0.5 0.2

（％）

２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳

平成１８年（2006年） 7.4 10.6 7.7 9.1 8.9 7.6 9.2 9.8

平成２１年（2009年） 7.1 8.1 7.5 10.5 8.1 7.2 8.1 10.3

平成２４年（2012年） 5.9 6.6 6.7 9.7 8.3 8.1 7.1 7.8

平成２７年（2015年） 5.5 6.4 6.3 8.9 8.5 8.3 6.9 7.4

平成３０年（2018年）

（Ｆ２）
5.6 6.3 6.2 8.9 8.7 9.0 7.2 7.7

６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０～７４歳 ７５～７９歳 ８０～８４歳 ８５～８９歳 ９０歳以上 無回答 平均値

平成１８年（2006年） 0.0

平成２１年（2009年） 7.8 7.7 0.0 50.1

平成２４年（2012年） 9.5 8.0 10.3 7.4 3.2 1.2 0.2 0.0 52.4

平成２７年（2015年） 8.6 8.6 11.3 7.9 3.9 1.2 0.2 0.0 53.3

平成３０年（2018年）

（Ｆ２）
7.5 9.9 7.7 5.8 6.0 2.8 0.7 0.0 53.5

29.6

17.7

（％）

自営業主 自由業
家族

従業者

常勤雇用

（役員・

管理職）

常勤雇用

（非

管理職）

契約社員・

派遣社員

パート・

アルバイト

・フリーター

専業主婦
無職・

年金のみ
学生 その他 無回答

平成２１年（2009年） 12.9 0.6 3.2 7.2 22.9 15.4 17.9 16.6 2.1 1.1 0.1

平成２４年（2012年） 11.7 0.7 2.3 7.1 22.0 16.9 16.1 21.1 1.4 0.7 0.0

平成２７年（2015年） 11.8 0.5 2.0 6.8 22.4 16.2 16.3 21.5 1.5 1.0 0.0

平成３０年（2018年）

（Ｆ４）
10.8 0.5 1.6 7.2 21.9 4.3 15.9 14.5 20.9 1.9 0.5 0.0
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図表 参-78 税込み年収の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-79 購読新聞の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-80 世帯主との続柄の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-81 住居の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-82 世帯人数の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

図表 参-83 20 歳未満の子供の人数の推移（％） 

 

 

 

 

（％）

１００万円

未満

１００～

２００万円

未満

２００～

３００万円

未満

３００～

４００万円

未満

４００～

５００万円

未満

５００～

７００万円

未満

７００～

１０００万円

未満

１０００～

１５００万円

未満

１５００～

２０００万円

未満

２０００万円

以上
無回答 平均値

平成１８年（2006年） 27.8 15.9 14.0 9.6 7.4 7.3 4.7 1.2 0.2 0.2 11.6 280.3

平成２１年（2009年） 28.1 17.1 14.7 10.2 8.1 7.9 4.0 1.2 0.2 0.1 8.5 273.4

平成２４年（2012年） 28.6 18.6 15.3 9.9 7.3 7.6 3.2 0.9 0.1 0.1 8.2 259.5

平成２７年（2015年） 28.0 19.3 16.2 10.0 7.1 7.0 3.4 1.0 0.1 0.1 7.8 258.0

平成３０年（2018年）

（Ｆ６）
27.6 19.3 15.4 10.3 8.1 7.1 3.8 1.1 0.2 0.2 6.9 268.8

（％）

朝日新聞 読売新聞 毎日新聞 産経新聞
日本経済

新聞
地方紙

スポーツ

新聞
その他

現在

読んでいる

新聞は

特にない

無回答

平成２４年（2012年） 15.5 21.1 4.9 3.7 5.0 30.3 5.2 7.1 20.6 0.1

平成２７年（2015年） 13.3 18.7 4.4 3.3 4.9 32.3 4.1 3.7 26.6 0.1

平成３０年（2018年）

（Ｆ７）
11.2 15.8 3.3 2.6 3.7 27.6 3.7 4.2 36.6 0.1

（％）

戸建ての

持ち家

その他の

持ち家

（マンション

など）

賃貸住宅

（公社、

民間など）

給与住宅

（官舎、

社宅）

間借り その他 無回答

平成２４年（2012年） 74.1 5.4 18.0 1.1 0.6 0.6 0.2

平成２７年（2015年） 73.6 6.7 17.8 0.8 0.6 0.3 0.3

平成３０年（2018年）

（Ｆ９）
73.8 6.3 17.7 0.9 0.6 0.3 0.3

（％）

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答 平均値

平成２４年（2012年） 60.8 13.9 17.9 6.1 0.7 0.2 0.4 0.7

平成２７年（2015年） 61.7 14.4 15.8 6.0 1.0 0.2 0.9 0.7

平成３０年（2018年）

（Ｆ11）
53.4 14.4 19.0 7.3 2.8 2.0 1.0 1.0

（％）

世帯主

本人

世帯主の

配偶者

世帯主の

子

世帯主の

親

世帯主の

孫
その他 無回答

平成１８年（2006年） 48.0 34.5 13.5 2.6 0.4 0.9 0.1

平成２１年（2009年） 48.9 34.9 12.6 2.4 0.3 1.0 0.1

平成２４年（2012年） 48.9 35.1 12.1 2.8 0.4 0.5 0.2

平成２７年（2015年） 49.2 34.7 12.7 2.6 0.4 0.2 0.2

平成３０年（2018年）

（Ｆ８）
50.5 33.3 12.3 2.8 0.5 0.5 0.2

（％）

１人

（単身

世帯）

２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人以上 無回答 平均値

平成１８年（2006年） 8.3 21.4 20.0 26.0 13.2 5.8 2.7 0.6 0.3 1.8 3.5

平成２１年（2009年） 9.2 23.1 20.9 26.2 12.4 5.4 1.9 0.5 0.3 0.1 3.4

平成２４年（2012年） 9.1 25.7 21.1 24.5 12.4 4.7 1.6 0.3 0.2 0.1 3.3

平成２７年（2015年） 9.3 26.4 21.4 24.0 11.5 4.6 1.9 0.4 0.2 0.2 3.3

平成３０年（2018年）

（Ｆ10）
11.5 26.9 21.9 23.9 10.1 3.7 1.3 0.5 0.1 0.3 3.1
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図表 参-84 世帯年収の分布状況の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 参-85 平均世帯年収の推移（万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） （万円）

200万円

未満

200～300

万円未満

300～400

万円未満

400～500

万円未満

500～1000

万円未満

1000～

2000万円

未満

2000万円

以上
無回答 平均値

昭和６３年（1988年） 6.3 10.2 14.5 16.4 30.4 6.0 0.7 15.5 556.0

平成  ３年 4.7 7.3 11.5 14.8 38.6 10.4 1.1 11.6 649.6

平成  ６年 3.7 6.0 9.7 12.6 39.6 13.2 1.6 13.6 710.6

平成  ９年 5.3 6.8 10.1 12.7 39.1 13.5 1.7 10.8 698.5

平成１２年（2000年） 5.6 7.5 10.5 13.3 36.8 12.7 1.3 12.2 675.0

平成１５年（2003年） 8.2 10.6 11.9 14.4 34.9 9.5 1.0 9.5 597.7

平成１８年（2006年） 9.4 9.4 11.4 12.9 32.5 9.7 1.1 13.5 603.7

平成２１年（2009年） 9.3 10.9 12.1 14.0 33.4 8.8 0.7 10.8 579.1

（％） （万円）

100万円

未満

100～200

万円未満

200～300

万円未満

300～400

万円未満

400～500

万円未満

500～700

万円未満

700～

1000万円

未満

1000～

1500万円

未満

1500～

2000万円

未満

2000万円

以上
無回答 平均値

平成２４年（2012年） 2.8 7.9 12.4 12.6 12.6 18.5 12.7 5.9 1.5 0.7 12.5 546.3

平成２７年（2015年） 3.3 7.1 12.5 13.0 12.6 18.4 12.7 6.4 1.2 0.5 12.2 544.5

平成３０年（2018年）

（Ｆ12）
3.1 7.1 11.4 11.7 12.7 17.6 14.1 6.6 1.6 0.8 13.5 568.3

注）・平成２４年（2012年）よりカテゴリーが変更

 　　・平均値はカテゴリー平均

  　 　カテゴリー平均値とは、この問の場合、「200～300万円未満」の回答は「250万円」、「300～400万円未満」の回答は「350万円」というカテゴリー値を与え、

  　 　それらの値全てを合計したものを、当該サンプル数で除したもの

（万円）

昭和３７年（1962年） 44.3

昭和３９年（1964年） 53.8

昭和４２年（1967年） 74.8

昭和４５年（1970年） 109.6

昭和４８年（1973年） 184.3

昭和５１年（1976年） 308.6

昭和５４年（1979年） 392.5

昭和５７年（1982年） 477.7

昭和６０年（1985年） 514.4

昭和６３年（1988年） 556.0

平成　３年（1991年） 649.6

平成　６年（1994年） 710.6

平成　９年（1997年） 698.5

平成１２年（2000年） 675.0

平成１５年（2003年） 597.7

平成１８年（2006年） 603.7

平成２１年（2009年） 579.1

平成２４年（2012年） 546.3

平成２７年（2015年） 544.4

平成３０年（2018年）

（Ｆ13）
568.3
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